
 
 

 
 

 

   

○ 防災関係機関等の連携の強化や防災訓練の実施、緊急連絡体制を整備し、 風水害、
土砂災害、地震、大規模火災・事故等の災害の発生時の県民の生命、身体及び財産
への被害を最小限にします。 

 
 

○ 島根県は、急峻な中山間地域が 80％以上を占めるなど、その自然環境の特性から幾
多の風水害に見舞われてきました。 

○ 県民の防災意識の向上、災害のおそれのある土地の明確化と利用規制、警戒・避難
に必要な情報提供、消防団の活性化や自主防災組織等の育成強化、防災訓練の充実、
緊急物資の整備に取り組むことが必要です。 

○ 災害発生時には、「減災」のために、県、市町村の迅速な初動対応の確立、被害情報
収集と警戒・避難対策の確立、緊急輸送路の確保、周辺住民への広報活動、被災者
への物資等の配付など、災害応急対策を迅速、的確に実施することが重要です。 

○ 平成 18 年７月豪雨を契機として、島根県は、市町村が行う高齢者等の災害時要援護
者に対する避難支援体制整備の推進のために、ガイドラインを作成しました。 

○ 火災の予防・消火、救急救助など迅速な対応、消防体制の広域化と体制の強化が課
題となっています。 

○ 災害時の医療提供体制を確保するため、災害拠点病院の整備や搬送体制など関係機
関の連携強化を進めています。 

 
 

○ 防災訓練の実施、緊急物資の整備、常備消防の体制強化と広域化、市町村消防団の
活性化により、防災関係機関の災害対応能力を充実強化します。 

○ 自主防災組織の育成強化により、地域の防災力の向上を図ります。 
○ 土砂災害警戒区域等の指定を進めるとともに、新水防システムの開発を進め、警戒
避難体制を整備します。 

○ 住宅・建築物の耐震化を促進するため、市町村や関係団体等と連携し、県民の意識
啓発や支援等に取り組みます。 

○ 市町村における「災害時要援護者避難支援対策」の取組みが進むよう、市町村や民
生委員、市町村社会福祉協議会などへの働きかけを行います。 

 
 

 

  23  

①事案認知から第１回会議開催
までの時間 

60 分 60 分以内 

②公共建築物の耐震化率 61％ 81％ 

③土砂災害警戒区域の指定箇所
数 

11,637 箇所 

 

30,000 箇所 

① 災害情報等の認知から１回目の災害対策本部会議開催までの対応時間です。消防防災課職員が登
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庁するまでの時間を 30分以内、情報収集や会議開催準備の時間を 30分以内、一方、関係職員の
登庁時間は 60 分以内として、併せて 60 分以内の開催を目指します。 

② 多数の者が利用する公共建築物（県庁、市町村役場、小・中学校、体育館、公営住宅等）の耐震
化対策の進捗状況です。「島根県建築物耐震改修促進計画」における公共建築物の耐震化率の目
標値（平成 27 年度末 95％）から目標値を設定しました。 

③ 土砂災害のおそれのある土地を明らかにし、市町村が行うハザードマップ（災害危険箇所、情報
の伝達方法、避難場所などを記載したもの）作成の支援などを目的として指定する区域です。21
市町村の全てで警戒区域の指定を完了することを目指します。 

 

 

 
事 業 名 概   要 

◇ 災害警備体制強化事業 
〔担当課〕警察本部警備部 

○ あらゆる災害現場を想定した実戦的訓練や
自衛隊及び消防等防災関係機関との合同訓
練を実施し、救出・救助技能の向上と連携態
勢を強化します。 

 
◇ 震災、風水害等災害対策事業 

〔担当課〕消防防災課 
○ 地震や風水害などが発生したときに被害を
最大限未然に防げるよう防災訓練や自主防
災組織の育成支援などを実施するとともに、
被害が発生した場合においても迅速、適切な
対応により被害の軽減や被災者への支援を
行います。 

 
◇ 防災情報システム整備事業 

〔担当課〕消防防災課 
○ 防災関係機関が、的確な情報連絡体制の確立
と防災情報の共有化を図れるようシステム
を整備し、災害の未然防止や拡大防止を行い
ます。 

 
◇ 豪雨災害対策緊急事業 

〔担当課〕河川課 
○ 洪水時における避難行動が迅速かつ適切に
行えるよう水防情報の発信や周知方法を分
かり易いものとし、また想定氾濫区域の指
定、市町村が作成するハザードマップの作成
支援を行います。 

 
◇ 土砂災害防止対策の推進に関
する事務 

〔担当課〕砂防課 

○ 土砂災害のおそれのある土地の情報、雨量情
報、土砂災害危険度情報などを市町村や住民
に提供し、土砂災害から県民を守る取組みを
支援します。 

 
◇ 建築物等地震対策促進事業 

〔担当課〕建築住宅課 
○ 大規模地震から県民の生命と財産を守るた
め、平成 19 年２月に作成した島根県建築物
耐震改修促進計画に基づき、建築物の耐震診
断や耐震改修の促進など建築物の耐震化に
向けた施策を総合的に推進します。 
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